
介護サービス 情報の公表担当課長会議 議事次第 

1@ 3      3 0 ～ 1 7                                               会議室 (7 階 ) 

議 事 次 第 七丁 引 日 け 旧 説 明 者 

( 開 会 ) 

1  振興課長挨拶 13:30 ～ 13:40  振興課長 

2  平成 1 6 年度調査研究報告について 13:40  ～ 14:40  山本専門官 

3  平成 1 7 年度の取組等今後のスケジュールに 14:40 ～ 15:10  山本専門官 

ついて 

M 木 憩 ) 15      10  ～ 15      30 

4  平成 1 7 年度国庫補助事業について 15:30  ～ 16:20  斎木係長 

5  シルバーサービス 振興会からの 説明 16:20 ～ 16:30  人畜企画部長 

6  質疑応答 16      30  ～ 16:55 

7  閉会挨拶 16:55  ～ 17:00  菱川 @ 佐 



介護サービス 情報の公表に 関する調査研究事業等について 

一 社団法人シルバーサービス 振興会からのお 知らせ 一 

1. 介護サ ー ピス情報の公表に 関する調査研究員会における 検討 
各サービスの「事業所情報公表項目」については、 介護サ ー ピス情報の公表に 関 

する調査研究委員会において 順次検討することとされており、 平成 1 7 年度にお い 

ては以下のような 検討を行 う 予定。 

(1) 事業所情報公表項目の 検討 

①平成 1 5 年度よりの検討 分 

・訪問介護 
制度化に向けた 検討 

・訪問入浴介護 

0 介護保険見直しによる 
・福祉用具貸与 

修正等 
，通所介護 

0 各サービス間の 調整 
・特定施設入所者生活介護 ( 有料老人ホーム ) 

・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 

②平成 1 6 年度よりの検討 分 

・訪問看護 
0 モデル事業を 通じた検証 

・特定施設入所者生活介護 ( 軽費老人ホーム ) 
0 制度化に向けた 検討 

・居宅介護支援 

③平成 1 7 年度よりの検討が 予定されているサービス 

・訪問リハビリテーション 
0 部会の設置 

・通所リハビリテーション 
0 認知 症 対応型共同生活弁 

・介護療養型医療施設 
護は ついては、 外部評価 

・認知 症 対応型共同生活介護 
との関係を含めて 検討 



(2) 平成 1 7 年度都道府県モデル 事業における 調査員の養成 

①居宅介護支援 6 月 29 日 ( 水 ) ～ 7 月Ⅰ 日 ( 金 ) Ⅰ会場は 
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(3) 平成 1 7 年度都道府県モデル 事業関連 

①モデル事業調査結果の 集積・分析 

②調査方法や 実施体制等に 係るモデル事業を 通じた検証 

2. 介護サ ー ピス情報の公表システム 整備事業 
都道府県が、 介護サービス 情報をインターネットを 通じて広く公表するシステム 

を整備することを 支援するため、 全都道府県共通の 情報公表システムの 開発、 整備 

を行うとともに、 中央に介護サ ー ピス情報の集積、 分析、 調査研究等を 行うシステ 

ムの開発整備を 行う。 

特に、 全都道府県共通の 情報公表システムの 開発にあ たっては、 これに係る仕様 

書 ( 導入用 CD 、 導入の手引き 等 ) の開発を早急に 着手する予定であ り、 平成 1 7 年 

9 月を目途に覚形を 完成予定。 なお、 この事業の進捗状況等については 定期的な情報 

提供を予定している。 

3. 制度施行準備・ 支援に関する 事項 

0 回 、 都道府県、 指定情報公表センター 予定機関等が 参画する準備・ 支援協議会に、 

当 振興会も参画し、 これまでの調査研究実績を 踏まえるとともに 本年度の調査 所 

実事業とも連動しながら「介護サービス 情報の公表」制度の 施行準備を円滑かっ 

効率的に行 う ために、 準備・支援協議会の 事務局としての 支援を予定。 
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調査員の均質性の 確保の観点から 以下のような 具体的な取り 組みが考えられる。 

①調査員養成研修教材、 調査員実務マニュアル 等の作成 

②調査員指導者養成研修の 開催 

③制度の普及・ 啓発支援ツールの 作成、 啓発・普及セミナ 一等の開催等 

④調査 票の マークシート 化など公表システムの 業務省力化の 検討 

⑤調査員の業務中の 損害賠償のあ り方の検討 

⑥その他、 準備・支援協議会において 全国的・広域的な 見地から協働して 推進し 

ていくことが 適当と考えられる 事項 

以上 
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介護サ ー ピス情報のぶ 表 
担当課長会議資料 

平成 1 7 年 5 月 1 3 日 

厚生労働省老健 局 振興課 
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目
 

次
 

Ⅰ 平成 1 7 年度の取組等今後のスケジュールについて ‥ ，                       11 

(1 ) 年間乗務スケジュール 表                                                                         Ⅰ l 

(2) 国の勤 向                                                                                                     3 

(3) 都道府県における 実施体制等の 準備の方向性 ‥                                 フ 

(4) 全国的・広域的な 協 註 ・支援体制の 構築                                             Ⅰ O 

2  平成 1 7 年度国庫補助事業について ‥                                                     Ⅰ 6 

(1 ) 実施 要絹 ( 案 ) 及び交付 要笘 ( 案 ) 

ア 「介護サ ー ピス 脩 報の公表」推進事業 ( 仮称 ) 

( 介護予防・地域支え 合い事業 )                                                         Ⅰ 6 

イ 介護サ ー ピス 億 報の公表システム 整備事業                                     2@ 2 

(2) 国庫補助事業の 具体的内容等 ‥                                                             2 4 

ア 「介護サ ー ピス 脩 報の公表」推進事業 ( 仮称 )                             2@ 4 

( ア ) モデル 謂 蚕事業                                                                                 2@ 4 

( イ ) 制度施行準備・ 支援事業                                                                 3@ 8 

イ 介護サ ー ピス 桔 報の公表システム 整備手業 ‥                                 3@ 8 

( 参考資料 ) Ⅰ 介護保険法改正案 ( 抄 ) 3@ 9 

2  平成 W6 年度都道府県モデル 事業 総括 謂査 票の集計結果 ‥             4@ 4 







(2) 目の前同 

7  介護保険法華改正法案の 内容 

介護保険の利用者は 要介護高齢者等であ り、 利用するサービスの 情報の 

入手において 事業者と対等な 立場で対陣することが 困難であ る。 利用者が 

適切なサービスを 利用できない 場合、 その心身の機能が 低下するおそれが 

あ ることから、 介護保険の事業者又は 施設の開設者 ( 以下「介護サービス 

事業者」という。 ) に対し、 「介護サービス 情報」 ( 介護サービスの 内容及 

び運営状況に 関する情報であ って、 介護サービスを 利用し、 又は利用しよ 

ぅ とする要介護者等が 適切かっ円滑に 当該介護サービスを 利用する機会を 

確保するために 公表されることが 必要なものとして 厚生労働省令で 定める 

ものをい う 。 以下同じ。 ) の 公表を義務付ける 仕組みを整備することとし 

ている。 

( ア ) 介護サ ー ピス 脩 報の公表の仕組み 

介護保険法改正案では、 介護サービス 情報の公表の 仕組みについては、 

以下のとおりとしている ( 法律事項 ) 。 

① 介護サービス 事業者は、 訪問介護、 訪問入浴介護その 他の厚生労働 

省令で定めるサービス ( 以下「介護サービス」という。 ) の提供を開 

始しょうとするときその 他厚生労働省令で 定めるときは、 当該介護 サ 

一 ビスを提供する 事業所又は施設の 所在地を管轄する 都道府県知事に 

介護サービス 情報を報告しなければならない。 

② 都道府県知事は、 介護サービス 情報の報告を 受けたときは、 当該報 

告をした介護サービス 事業者に対し、 介護サービス 情報のうち厚生男 

働 省令で定めるものについて、 調査を行 う ものとする。 

③ 都道府県知事は、 調査が終了した 後、 介護サービス 情報のうち調査 

しない項目については 介護サービス 事業者から報告された 内容を、 調 

査する項目については 調査の結果、 公表すべき正しい 内容を公表する。 

④ 都道府県知事は、 介護サービス 事業者が介護サービス 情報を報告せ 

ず、 若しくは虚偽の 報告をし、 又は都道府県知事が 行 う 調査を受けず、 

若しくは調査の 実施を妨げたときは、 期間を定めて、 当該事業者に 対 
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し 、 その報告を行い、 調査を受けることを 命ずることができることと 

する。 また、 介護サービス 事業者がその 命令に従わないときは、 都道 

府県知事は、 その指定 ( 介護老人保健施設については 許可 ) を取り消 

し、 又は指定 ( 同左 ) の全部若しくは 一部の効力を 停止することがで 

きることとする。 

⑤ 指定地域密着型サービス 事業者、 指定地域密着型介護予防サービス 

事業者及び指定介護予防支援事業者については、 市町村に指定の 権 限 

があ ることから、 都道府県知事は、 これらの事業者に 対し報告を行い、 

若しくは調査を 受けることを 命じたとき、 又はその指定を 取り消し、 

若しくはその 指定の全部若しくは 一部の効力を 停止することが 適当で 

あ ると認、 めるときは、 その旨を市町村長に 通知しなければならないこ 

ととする。 

( 注 ) 介護サービス 情報の公表の 対象となるサービスは、 上記①の厚生 

労働省令で定めることとしており、 平成 1 8 年度以降、 実施の準備 

ができたサービスを、 逐次、 規定することとしている。 

( イ ) 指定詰 査 機関 

都道府県知事は、 介護サービス 事業者から報告を 受けた介護サービス 

情報のうち、 客観的に調査することが 必要な情報について、 その内容が 

正しいかどうかを 確認するための 調査を行 う 。 この調査の事務は、 制度 

を 効率的かっ円滑に 実施する観点から、 都道府県知事が、 都道府県の区 

域ごとに、 その指定する 者 ( 以下「指定調査機関」 という。 ) に調査の 

事務を行わせることができることとしている。 

指定調査機関は、 介護サービス 事業者の秘密を 知り得ることから、 指 

定 調査機関の役員及び 職員並びにこれらの 者であ った者について、 調査 

に関して知り 得た秘密を漏らしてはならない 旨の秘密保持義務 ( 違反し 

た場合の罰則あ り ) を課すとともに、 指定調査機関に 対する都道府県知 

事の必要な監督権 限を置くこととしている。 

また、 指定調査機関が 行 う 調査の事務は、 公正かっ全国的に 一定の基 

準 のもとに行われる 必要があ るため、 調査の実施方法を 厚生労働省令で 
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定めるとともに、 調査の実施については、 専門 白り 知識及び技術を 有する 

ものとして政令で 定める要件を 備える者のうちから 選任した調査員に 行 

わせることとしている。 

都道府県は、 地方自治法に 基づき調査の 事務に係る手数料を 徴収する 

場合には、 指定調査機関が 行 う 調査を受けようとする 者に、 条例で定め 

るところにより、 当該手数料を 当該指定調査機関に 納めさせ、 その収入 

とすることができることとしている。 

( ウ ) 指定 廿 報公表センター 

都道府県知事は、 介護サービス 事業者から介護サービス 情報の報告を 

受け、 これを公表するとともに、 指定調査機関の 指定を行 う 。 これらの 

事務については、 制度を効率的かっ 円滑に実施する 観点から、 都道府県 

知事が、 都道府県の区域ごとに、 その指定する 者 ( 「指定情報公表セン 

ター」 という。 ) にその事務の 全部又は一部を 行わせることができるこ 

ととしている。 

指定情報公表センターは、 介護サービス 事業者の秘密を 知り得ること 

から、 指定情報公表センタ 一の役員及び 職員並びにこれらの 者であ った 

者について、 その業務に関して 知り得た秘密を 漏らしてはならない 旨の 

秘密保持義務 ( 違反した場合の 罰則あ り ) を課すとともに、 指定情報公 

表 センタ一に対する 都道府県知事の 必要な監督権 限を置くこととしてい 

る。 

都道府県は、 地方自治法に 基づき介護サービス 情報の公表及び 指定調 

査機関の指定の 事務に係る手数料を 徴収する場合には、 介護サービス 情 

報の報告を行い、 又は指定調査機関の 指定を受けようとする 者に、 条例 

で定めるところにより、 当該手数料を 指定情報公表センタ 一に納めさせ、 

その収入とすることができることとしている。 
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介護サービス 情報の公表の 仕組み 

介護保険の事業者及び 施設 

( 介護サービス 情報 ) 

( 介護サービスの 内容及び運営状況に 関する情報であ って、 要介護者等 
が適切かつ円滑に 介護 サーヒ スを利用することができる 機会を確保す 
るために公表されることが 必要なものとして 厚生労働省令で 定める。 ) 

( 基本情報 ( 仮称 け ( 調査情報 ( 仮称 冷 

0  基本的な事実情報であ り、 0  事実かどうかを 客観的に調査する 
公表するだけで 足りるもの ことが必要な 情報 

例えば、 例えば、 
・事業所の職員の 体制 ・介護サービスに 関するマニュアルの 有無 
・床面積、 機能訓練 室 等の設備 ・サービス提供内容の 記録管理の有無 
，利用料金、 特別な料金 ・職員研修のが 掛 ，ライン や 実績の有無 
・サービス提供時間 等 ・身体拘束を 廃止する取組の 有無 等 

報告内容について 
都道府県知事又は 指定調査機関 事実かどうか 調査 

( 都道府県が指定 ) 

そのまま報告 0 中立性・松平性の 確保 報告 
( 年に「日程度 ) 0 調査の均質性の 確保 Ⅰ年に ] 口木星 度 Ⅰ 

都道府県知事又は 指定情報公表センター 
( 都道府県が指定 ) 

( 介護サービス 情報を公表 ) 

日 参 ， Ⅲ 力ロ 

  

利 用 者 ( 高齢者 ) 
  

介護サービス 情報に基づく 比較検討を通じて、 介護保険事業者を 選択 
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イ 政令、 省令等の準備 

「介護サービス 情報の公表」に 係る政令、 省令等については、 法案成立 

後、 国会における 審議の結果を 踏まえて整備することとなるので、 了知 さ 

れた い 。 

ウ 平成Ⅰ 7 年度における 調査研究 

平成 1 7 年度においては、 引き続き、 社団法人シルバーサービス 振興会 

( 以下、 「振興会」という。 ) に対する国庫補助事業により、 次のような 調 

査 研究事業を行 う ことを予定している。 

① 「「介護サービス 情報の公表」制度推進事業 ( 仮称 ) 」のモデル調査 事 

業 ( 以下、 「モデル調査事業」という。 ) に係る調査員のモデル 養成研修 

② モデル調査事業結果の 集積・分析 

③ 事業所情報公表項目の 検討 

・平成 1 5 年度に検討を 始め、 昨年度モデル 事業により検証した 7 サ一 

ビスに係る事業所情報公表項目案について、 制度化に向けた 検 ヲ寸 

  昨年度に検討を 始めた 3 サービスに係る 事業所情報公表項目案にっ い 

て 、 モデル事業を 通じた検証及び 制度化に向けた 検討 

・まだ検討を 行っていないサービスに 係る事業所情報公表項目案の 検討 

( 検討が予定されるサービス》 

0  訪問リハビリテーション 

0  通所リハビリテーション 

0  介護療養型医療施設 

0  認知 症 対応型共同生活介護 

④ 調査方法や実施体制等に 係るモデル事業を 通じた検証 

(3) 都道府県における 実施体制等の 準備の方向性 

ア 「介護サービス 廿 報の公表」の 準備の方向性 

平成 1 6 年度の「介護サービスの 情報開示の標準化に 関する調査研究委 

員会」 ( 委員長 : 大森 輔 千葉大学法経学部教授、 事務局 : 振興会 ) の 

報告書 ( 以下、 「調査研究報告書」という。 ) においては、 「介護サービス 
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情報の公表」の 具体的内容について 提案されている。 国としては、 今後、 

当該報告書等を 踏まえながら、 具体的な調査方法、 実施体制等について 検 

訂 し、 お示ししていくことを 予定しているので、 都道府県においても、 当 

面、 当該報告書等を 踏まえながら、 制度施行に向けた 準備を進められたい。 

なお、 制度施行当初における 介護サービス 情報の公表の 対象サービスは 、 

既に公表項目の 検討に着手している 訪問介護、 訪問入浴介護、 訪問看護、 

通所介護、 特定施設入所者生活介護 ( 有料老人ホーム 及び軽費老人ホーム ) 、 

福祉用具賞与、 居宅介護支援、 介護老人福祉施設及び 介護老人保健施設 と 

することを予定している。 

ィ 都道府県における 実施体制等の 準備 

「介護サービス 情報の公表」制度は、 利用者による 介護サービス・ 事業 

所の比較検討・ 選択を実効あ るものとするため、 全ての介護保険サービス 

事業所を対象として、 介護サービス 情報の報告の 受理、 調査の実施、 情報 

の公表等を行 う 制度であ り、 都道府県において、 新たな事務を 実施するこ 

ととなる。 水 制度を円滑に 施行するためには、 平成 t 7 年度に各都道府県 

において、 着実に実施体制の 準備を行 う 必要があ る。 このため、 各都道府 

具 においては、 当面、 次のような取組みを 進められたい。 

( ア ) 実施体制の検討 

各都道府県においては、 都道府県直営の 体制を構築するのか、 指定調 

査 機関及び指定情報公表センタ 一の指定による 体制を構築するのか 等に 

ついて早急に 検討願いたい。 また、 既に指定が予定される 団体があ る 場 

合は、 調査研究報告書等を 踏まえて、 当該団体とすることが 適当か否か 

の 検討及び適当でな い 場合は 、 何を改善すれば よいか 等の検討を行い、 

必要な対応を 行われた い 。 特に、 水 制度は 、 全ての介護サービス 事業所 

の 情報を利用者の 選択に資する よう 公表する制度であ ることから、 指定 

される団体は、 中立性・公平性の 確保が極めて 重要であ り、 また、 法人 

格を有することが 必要であ ると考えているので、 十分に留意されたい。 

また、 後述するとおり、 平成 i 7 年度に事業 名 、 事業内容等を 見直す 
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こととしている『「介護サービス 情報の公表」制度推進事業 ( 仮称Ⅱに 

ついては、 指定情報公表センタ 一の指定が予定される 団体があ る場合、 

当該団体による 事業の受託実施を 行い、 事業運営上の 具体的な課題を 抽 

出されたい。 

なお、 「認知 症 高齢者グループホームの 外部評価」制度については、 

将来的には、 「介護サービス 情報の公表」制度に 統合することとしてお 

り 、 このことを念頭に 置いて、 平成 1 7 年度から認知 症 高齢者グループ 

ホームの公表情報の 検討に着手することを 予定している。 また、 当該 検 

  
討 に当たっては、 先行している 外部評価項目等を 踏まえて行うこととし、 

先行制度との 整合性の確保に 配慮することとしている。 

各都道府県において「認知 症 高齢者グループホームの 外部評価」の 評 

何機関、 評価調査員等の 実施体制を構築するに 当たっては、 将来的に「介 

護サービス情報の 公表」の実施体制とすることを 念頭に置いて、 一元的 

に 取り組まれたい。 

( イ ) 謂査 員確保の検討 

都道府県においては、 介護サービス 情報の公表の 過程で行われる 調査 

を 毎年実施するために 必要な数の調査員を 養成し、 登録することが 必要 

となる。 このため、 調査研究報告書、 昨年度の都道府県モデル 事業の実 

績 等を踏まえ、 各都道府県の 調査対象事業所数を 勘案し、 養成・確保が 

必要な調査 負 の数、 具体的に確保する 人材等について 検討するとともに、 

調査員養成研修の 実施機関等についても 検討を行い、 必要な対応を 行わ 

れたい。 

また、 水制度においては、 調査の均質性の 確保、 調査業務の中立性・ 

公平性の確保が 極めて重要であ り、 調査員は、 都道府県又は 指定調査機 

関 との間で、 安定的雇用関係にあ るとともに、 調査業務に安定的に 従事 

する者であ ることが望ましいと 考えている。 

なお、 調査員 は ついては、 特に、 円滑かっ効率的な 養成を行 う 必要が 

あ ることから、 養成研修教材の 開発、 調査員指導者の 養成及び各都道府 

県への配置等について、 全国的な見地から、 適切な時期に 必要な支援を 
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行 い 、 本年度内の一定の 確保に資することとしている。 
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なお、 準備・支援協議会には、 ブロック単位等で 幹事県を置き、 円滑な取 

組みを進める 必要があ ると考えており、 幹事県を希望される 都道府県は 、 老 

健局 振興課介護サービス 振興 係宛 連絡願いたい。 また、 準備・支援協議会の 

事務局は振興会とすることとしている。 準備・支援協議会は、 年度内に 3 ～ 

4 回程度開催が 必要であ ると考えろているが、 開催日程については 別途事務 

局よりお知らせする。 

( 準備・支援協議会の 取組 例 ) 

0  各都道府県の 実情、 準備状況等に 関する情報交換、 協議 

0  調査員指導者の 養成・配置に 関する取組 

0  調査員養成に 関する取組 

0  調査員養成研修教材の 開発に関する 取組 

0  調査マニュアル 等の開発に関する 取組 

0  利用者、 事業者等に対する 制度の普及・ 啓発に関する 取組 
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2  平成 1 ,7 年度国庫補助事業について 
(1 ) 実施 要網 ( 案 ) 及び交付 要網 ( 案 ) 

ア 「介護サービス 情報の公表」制度推進事業 ( 仮称 ) 
( 介護予防，地域支え 合い事業 ) 

「介護サ "  ー ヒス情報の公表」制度推進事業 。 圭 "@ ( 仮称 ) 実施要綱 ( 案 ) 

ァ 目的 

この事業は、 利用者が介護サービス 事業者を選択するに 当たっての判断に 資する介 
護サービス情報を、 円滑かつ容易に 取得できる環境整備を 図るため、 介護サービスに 

関するモデル 調査を実施し、 調査内容等の 検証を行 う とともに、 「介護サービス 情報の 
公表」制度の 円滑かっ適切な 施行準備を推進することを 目的とする。 

イ 実施主体 
事業の実施主体は、 都道府県とする。 但し、 事業の全部又は 一部を指定情報公表セ 

ンタ一の指定を 予定している 法人等に委託することができる。 

ウ 事業内容 
「． モデル調査事業 

(7) モデル調査の 実施 
① 調査対象 

調査対象事業所は 下記のとおりとする。 
a 指定訪問看護事業所 

b  指定特定施設入所者生活介護事業所 ( 軽費老人ホームで 実施されている 
ものに限る。 ) 

c 指定居宅介護支援事業所 
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師
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②
   

③ 調査対象事業所の 選定 
調査対象事業所は、 別紙 1 「調査対象事業所，及び 調査候補者選定基準」 ( 以 

下、 「選定基準」という。 ) により選定し、 調査対象事業所の 同意を得て決定す 

るものとする。 

④ 実施方法 
a 各調査対象事業所毎の 調査体制 

「事業所当たり 調査員 2 名「組で訪問調査を 実施するものとする。 
b  調査日数 

「調査当たり 訪問調査日数は 概ね 1 日 とする。 

⑤ 調査様式 
別に定める調査対象事業所毎の 調査様式により 実施するものとする。 

⑥ その他 
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調査スケジュールが 確定し次第厚生労働省へ 報告するものとする。 

( ィ )  モデル調査事業調査員の 養成等 

① モデル調査事業調査員候補者の 選定 
モデル調査事業調査員候補者は、 別紙Ⅰ「選定基準」により 選定し、 モデル 

調査事業調査員候補者の 同意を得て決定するものとする。 
なお、 モデル調査事業調査員候補者の 選定に当たっては、 同業他社の役員・ 

職員ではない 者とするよう 配慮するとともに、 1 つ め サービス当たり 4 名とし、 
可能な限り制度施行を 踏まえた選定とすること。 

② 基礎研修の実施 
都道府県は、 モデル調査事業調査員候補者に 対し、 社団法人シルバーサービ 

ス振興会 ( 以下「振興会」という。 ) が実施するモデル 調査事業調査員養成中 
央研修 ( 以下「中央研修」という。 ) の前に、 別紙 2 「「介護サービス 情報の公 

表 」モデル調査事業調査員の 基礎研修について 上に定めるところにより、 介護 
保険制度の理俳、 サービス提供の 流れ及 び 調査対象事業所・ 施設に関する 基礎 

知識等に関する 基礎研修を実施するものとする。 
なお、 これらの知識を 十分に有すると 認められる者については、 基礎研修の 

受講を免除して 差し支えない。 

③ 中央研修への 派遣 
都道府県は、 モデル調査事業調査員候補者を 中央研修へ派遣する。 

④ 事前説明会の 開催 
都道府県は、 中央研修を修了したモデル 調査事業調査員、 調査対象事業所に 

対して事前説明会を 開催し、 訪問調査の日程調整等を 行う。 

( ゥ )  都道府県検証会議の 開催 
の 内容 

調査結果を集約・ 整理し、 事業所情報公表項目等の 検証を行 う ものとする。 

② 構成 

都道府県職員、 指定情報公表センタ 一の指定を予定している 法人、 調査員、 
調査対象事業所職員等で 構成するものとする。 

③ 報告害の作成 
報告書を作成し、 厚生労働省へ 提出する。 

2. 制度施行準備・ 支援事業 
「介護サービス 情報の公表」制度の 円滑かっ適切な 施行準備を推進するため、 次の 

事業を実施する。 
くア Ⅰ 調査員の養成研修の 実施 
くイ Ⅰ 調査員指導者の 養成等 
くウ Ⅰ 制度の普及・ 啓発事業 
(1)  その他、 制度施行の準備・ 支援に必要な 事業 

エ 実施上の留意点 

(7)  モデル調査事業の 実施に当たっては、 制度施行時の 実施方法、 実施体制等を 念頭 
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に 置いた体制で 実施するように 努めること。 但し、 調査対象事業所が 特定される形 
での調査結果の 公表及び調査対象事業所からの 調査費用の徴収は 行わないこと。 

( ィ ) 本 事業の関係者は、 正当な理由なしに 本事業に関して 知り得た秘密を 漏らしては 
ならない。 なお、 本事業実施における 利用者及び利用者家族の 個人情報の取り 扱い 
については別に 定めるものとする。 
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( 別紙 1 ) 

調査対象事業所及び 調査員候補者選定基準 

区分 調査員候補者選定基準 

指定訪問看護 次の 1 又は 2 に該当する者を 

原則として各 2 人 
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2. 上記以外の者 

調査対象事業所選定基準 

3 箇所とし、 訪問看護ステーシ 
ョンの中から、 次の経営主体に 
ついて、 偏らないように 配慮し 
て選定すること 

( 経営主体の形態 ) 
・社会福祉法人 
・医療法人 
・営利法人 

( 注 ) 事業所の規模についても、 都 
道府県の実情に 応じて幅が出る 
よ う 配慮して選定すること 

指定特定施設 
入所者生活介 
護 ( 軽費老人 
ホーム ) 

指定居宅介護 
支援 

同 上 

上
 

 
 

土
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抽
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（
 
て
 

態
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%
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の
配
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に
 

運
等
 

し
 
、
 
哲
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所
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こ
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る
 

3
 型
 す
 

3 箇所とし、 次の経営主体につ 
いて偏らないように 配慮すると 
ともに、 運営の形態 ( 独立型、 
併設型 ) についても偏らないよ 
うに配慮して 選定すること。 

( 経営主体の形態 ) 
，社会福祉法人 
・医療法人 
  営利法人 

( 注 ) 事業所の規模についても、 都 
道府県の実情に 応じて幅が出る 
よ う 配慮して選定すること 
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( 別紙 2) 

「介護サービス 情報の公表」モデル 調査事業調査員の 基礎研修について 

「 目 的 

「介護サービス 情報の公表」モデル 調査事業の調査員候補者が、 介護保険制度に 関 

する基礎的な 知識等を習得することを 目的とする。 

2  実施主体 

研修の実施主体は 都道府県とする。 なお、 都道府県が適当と 認める団体に 委託する 
ことができる   

3  研修受講対象者 
研修の受講対象者は、 中央研修受講予定者とする。 但し、 介護保険制度に 関する 基 

礎 知識を十分に 有すると認められる 者については、 基礎研修の受講を 免除して差し 支 

えない。 

4  実施時期 
別途連絡する 中央研修の実施前に 実施するものとする。 

5  研修内容及び 研修教材 
( 1 ) 研修内容 

研修内容は 、 次の内容を基本とし、 適宜構成するものとする。 

0  介護保険制度の 理念 
0  サービス提供の 流れ 

  要介護認定 

・保険給付の 種類と内容等 
・ケアマネジメントの 機能 
，ケアマネジメントの 方法論 

0  調査対象サービスに 関する基礎知識 
・事業者及び 施設に関する 規定 
・各サービスの 基礎知識 

指定訪問看護、 指定特定施設入所者生活介護 ( 軽費老人ホーム ) 、 指定居宅 介 
護 支援のうち、 各調査員の調査対象事業所に 関する内容 

(2) 研修教材 
研修教材は、 各都道府県において 適宜選定すること。 

6  講 師 

研修講師については、 次の者の中から 適宜選考するものとする。 
・都道府県の 介護保険担当職員 
・介護支援専門員として 都道府県により 登録されている 者 
・平成 1 6 年度に「介護サービスの 情報開示の標準化」都道府県モデル 事業における 
研修を受講した 者 

・その他、 介護保険制度や 調査対象事業所に 関する知識を 有する者であ って、 都道府 
県が適当と認める 者 

一 20 一 















































































利用者による 介護サービス ( 事業者 ) の適切な選択に 資する 

「介護サービス 情報の公表 ( 情報開示の標準化 ) について 

( 介護サービスの 情報開示の標 轡ヒ に関する調査研究委員会 ) 

( 報告書の概要 版 》 

「介護サービスの 情報開示の標準化」は、 平成 1 7 年 2 月に国会に提出され 

た 介護保険法 等 の一部を改正する 法律案に位置付けられ、 制度化に向けた 準備 

が 進められているところであ る。 この法案における 制度上の表記では、 「介護 

サービス情報の 公表」とされていることを 踏まえ、 今後、 本調査研究事業にお 

いても「介護サービス 情報の公表」と 名称を改めることとした。 



l1. はじめⅡ 

0  社会保障審議会介護保険部会の『介護保険制度の 見直しに関 

する意見』 ( 平成 1 6 年 7 月 ) においては、 「利用者によるサ 

ービスの選択を 実効あ るものとする 観点から、 全ての介護 サ一 

ビス事業所を 対象として、 当該事業所が 現に行っている 事柄 ( 事 

実 ) を第三者が客観的に 調査・確認し、 その結果の全てを 定期 

的に開示する 仕組みの導入とそのための 開示情報の標準化を 進 

める 必 、 要があ る。 」 と指摘。 

0  また、 介護保険法 等 の一部を改正する 法律案 ( 平成 1 7 年 2 

月 国会提出 ) においては、 「情報開示の 標準化」について、 「介 

護サービス情報の 公表」 として位置付けられ、 国において制度 

化に向けた準備を 開始。 

0  本調査研究委員会は、 平成 1 5 年度に、 介護保険制度の 基本 

理念であ る 「利用者本位」 、 「高齢者の自立支援」 、 「利用者 

による選択 ( 自己決定 ) 」 を現実のサービス 利用において 保障 

するための方策として、 介護 サ一 ビスの 「情報開示の 標準化」 

という新しい 仕組みの構築を 提案。 

0  介護 サ一 ビスの利用に 当たっては、 介護サービスに 係る事前 

の 情報収集及び 介護サービス 事業所の比較検討が 可能となる ょ 

，フ な 環境整備が極めて 重要。 

0  介護保険制度の 下で指定を受けた 事業者は、 被保険者 ( この 
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場合納税者たる 国民も含む ) に対し、 サービス提供に 係る諸状 

況を具体的に 説明する責務 ( 説明責任 ) があ る。 

0  公的財源で支えられる 介護保険市場における 規制改革の先導 

的なケースとして 市場原理を適正に 機能させるためには、 利用 

者の選択を実効性のあ るものとすることが 求められている。 

0  平成 1 6 年度の調査研究では、 全国的な規模で 2 度にわたる 

モデル事業を 実施し、 「中間報告書」 の検証結果等を 踏まえな 

がら、 「介護サービス 情報の公表」 の趣旨・目的、 実施体制、 

実施方法、 事業所情報公表項目、 費用負担のあ り方、 公表情報 

の内容、 調査員要件、 調査員養成研修カリキュラム 等具体的内 

容 等について制度化を 前提とした検討を 実施。 以下、 その検討 

結果の概要を 報告。 

ln.  「介護サービスサ 静 仮の公表」の 趣旨・目的 

0  「介護サービス 情報の公表」 の趣旨・目的は、 事業所自らの 

責任において 情報を公表し、 利用者が当該情報を 活用しながら 

自らの責任において 主体的に事業所を 選択するための 環境整備。 

0  全国で 1 2 万か所を超える 全ての事業所を 対象に「介護サー 

ビス情報の公表」 を進めることは、 利用者の選択の 支援のみな 

らず、 多様なサービス 提供主体から 提供されるサービスの 質を 

確保していく 上でも有効に 機能することを 期待。 
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lf. 平成 16 年度における 取組みについて 

0  平成 1 6 年度においては、 「介護サービス 情報の公表」の 制 

度化に向けて、 主に平成 1 5 年度に本調査研究委員会が 報告し 

た 「中間報告書」の 検証及び新たなサービスに 係る事業所情報 

公表項目の検討を 行った。 

1. 調査研究委員会における 検討 

0  平成 1 6 年度も継続して「介護サービス 情報の公表」の 具体 

的 内容に関する 各事項について 検討。 

0  介護保険制度の 見直しに向けて 社会保障審議会介護保険部会 

での検討状況等も 踏まえながら 検討。 

0  平成 1 5 年度の「中間報告書」の 検証を目的としたモデル 事 

業を実施。 

0  新たに、 居宅介護支援、 特定施設入所者生活介護 ( 軽費老人 

ホーム ) 及び訪問看護の 3 サービスに係る 事業所情報公表項目 

の 検討を開始。 

0  これらの検討結果を 踏まえ、 この 2 年間取り組んできた「介 

護サービス情報の 公表」の具体的内容について、 一定の検討 成 

果の集大成となる 報告書を取りまとめ。 
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2, 検証七平価小委員会の 設置 

0  モデル事業の 結果を集積・ 分析し、 事業所情報公表項目、 調 

査員要件、 調査員養成研修カリキュラム 等に関する検証、 平成 

1 6 年度に新たに 作成する事業所情報公表項目との 調整等を行 

う ことを目的とする 「検証・評価小委員会」 を設置。 

0  委員は、 本委員会の委員、 各サービスの 事業所情報公表項目及 

び調査員養成研修カリキュラムを 検討する部会長のほか、 モデ 

ル事業の結果の 集積・分析を 適切に行 う ための統計調査の 専門 

的 知識を有する 者等により構成。 

3. 部会の設置 

0  平成 1 5 年度から継続する 7 サービスについて 部会を設置 

「訪問介護・ 訪問入浴介護部会」、 「福祉用具貸与部会」、 

「通所介護部会」 、 「特定施設入所者生活介護 ( 有料老人 

ホーム ) 部会」、 「介護老人福祉施設部会」 、 「介護老人 

保健施設部会」 、 「調査員養成部会」 

平成Ⅰ 6 年度から新たに 3 サービスについて 部会を設置 

「居宅介護支援部会」 、 「特定施設入所者生活介護 ( 軽費 

老人ホーム ) 部会」 、 「訪問看護部会」 

を
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4. モデル事業の 実施 

い ) 1 次モデル事業の 結果概要 

0  1 次 モデル事業は 、 主に、 平成 1 5 年度に検討された 7 サ一 

ビスの事業所情報公表項目 ( 基本情報項目・ 調査情報項目 ) の 

妥当性や技術的課題を 把握することを 目的として実施。 

0  Ⅰ 次 モデル事業の 調査員は、 7 県 ( 宮城県、 茨城県、 富山県、 

愛知県、 滋 賀県、 広島県、 福岡県 ) より 7 サービスごとに 2 名 

を基本とし、 9 6 名を選出。 特に、 1 次 モデル事業では、 事業 

所 情報公表項目の 妥当性等を把握する 必要性を考慮し、 各サー 

ビスについて 一定の知識を 有する者を調査員とした。 また、 事 

業所については、 同様に 9 6 事業所に協力を 依頼。 

(2) 都道府県モデル 事業の結果概要 

0  「都道府県モデル 事業」 ( 以下、 「 2 次モデル事業」という。 ) 

は 、 国庫補助事業として、 全国 4 3 都道府県が実施主体となり、 

極めてタイトなスケジュールの 中で実施され、 多くの貴重な 検 

証結果が得られた。 

なお、 本調査研究委員会においては、 国を通じて、 当該 2 次 

モデル事業の 結果の提供を 受け、 検討を行った。 

0  2 次モデル事業においては、 実施体制、 実施方法、 1 次 モデ 

ル事業の結果を 受け見直した 7 サービスの事業所情報公表項目 

( 基本情報項目・ 調査情報項目 ) 、 調査員要件、 調査員養成研 

修カリキュラム 等について検証。 
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0  2 次モデル事業の 調査員は、 調査員の資格要件を 検証するた 

めの一定の要件に 基づいて、 各サービス 4 名を基本とする 延べ 

1 , 0 2 4 名が選出された。 また、 事業所については、 一定の 

要件に基づいて、       事業所に協力を 依頼。 

lW.  「介護サービスサ 静 仮の公表」の 具体的内容 

Ⅱ l1 基本的な考え 方 

( 基本的な考え 方 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」 は、 介護保険制度の 基本理念で 

る あ 「利用者本位」 、 「高齢者の自立支援」 、 「利用者による 

選択 ( 自己決定 ) 」 を現実のサービス 利用において 保障するた 

め、 利用者の選択に 資することを 目的として、 全ての事業所の 

比較検討が可能となるよ う 、 標準化された 項目についての 情報 

が 定期的に公表される 仕組み。 

0  「介護サービス 情報の公表」 は、 事業所の評価、 格付け、 画 

一化等を目的とするものではない。 
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( 公表情報の責任主体 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 事業所自らが、 利用者の選 

択に資するものとして 予め標準化された 情報を公表するもので 

あ り、 事業所の責任において、 情報を公表することが 適当。 ま 

た、 公表情報の内容がサービス 提供の現場において 実現されて 

かるか否かの 責任は、 事業所が有す る 

( 客観性の確保 ) 

0  公表情報には、 公表前に、 当該情報の根拠となる 事実を客観 

的に確認することが 適当であ る情報があ るため、 第三者 ( 調査 

員 ) による調査を 行 う 仕組みを組み 込むことが適当。 また、 当 

該調査においては、 当該事実についての 善し悪しの判断・ 評価 

や 改善指導等を 行わないことを 明確にすることが 適当。 

0  事業所にとっては、 自ら公表情報を 記入することや 調査員に 

よる調査といったプロセスを 通じて、 サービスの質の 改善への 

道筋を見出す 効果を期待。 

2. 実施体制 ( 情報公表業務の 実施主体、 調査の実施主体 ) 

( 「介護サービス 情報の公表」の 実施単位 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は 、 次のようなことから 都道府 

県単位で実施されることが 適当。 

・介護サービスの 利用及び提供は、 市町村 ( 保険者 ) の区域を 

超えて広域で 行われる場合があ ること。 

・現在、 主要な介護 サ一 ビス事業所の 指定等は都道府県単位で 
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( 調査員の基本要件 ) 

0  調査員は、 調査対象事業所と 利害関係を有せず、 公正・中立 

な調査が遂行できる 者であ ることが必要。 また、 調査の均質性 

が 確保されることが 重要。 これらを踏まえ、 調査員には次のよ 

うな要件を定めることが 適当。 

・調査に当たっての 守秘義務や倫理、 行動規範を熟知し、 調査 

の役割から逸脱せずに 円滑に調査を 遂行できる人格適性を 有 

すること。 

・介護保険制度に 関する知識、 調査対象サービスに 関する知識、 

「介護サービス 情報の公表」の 知識等に関する 研修を修了し 

ていること。 

( 研修の受講要件 ) 

0  調査員養成研修の 受講要件としては、 資格、 現場経験等を 特 

に 定めないことが 適当。 

( 調査員資格の 更新要件 ) 

0  調査の均質性の 確保のためには、 常に調査員の 一定の質の確 

保 が求められることから、 調査員資格について 更新の仕組みを 

設けることが 適当 

3 . 実施方法 

実施方法については、 介護保険法で 定められることを 前提と 

して、 全国的に共通する 必要があ る内容と、 都道府県単位で 全 
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ての事業所の 情報の公表が 現実的に実行可能となる 方法とを考 

慮することが 重要。 

( 対象事業所 ) 

0  介護保険法に 基づく指定事業所のうち、 実際に介護サービス 

を提供していない 事業所は対象としないことを 認めることが 

適当。 

( 情報の公表の 頻度 ) 

0  情報の公表の 頻度は午Ⅰ 回 とすることが 適当。 

( 訪問調査の人数 ) 

0  訪問調査は、 2 名工 組 で実施することが 適 当 

( 訪問調査の調査員の 構成等 ) 

0 訪問調査の調査員の 構成については、 当面、 2 名Ⅰ組のうち 

1 名は介護 サ一 ビスに関する 知識を予め有する 者 ( 介護支援 専 

門員等 ) とすることが 望ましい。 

( 訪問調査の日数 ) 

0  訪問調査の日数は、 原則 1 日とすることが 適当   
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4. 事業所情報公表項目 ( 基本情報項目、 調査情報項目 ) 

( 事業所情報公表項目の 構成 ) 

0  「事業所情報公表項目」は、 「基本情報項目」及び「調査 情 

報 項目」 で構成されることが 適当。 

( 1 ) 基本情報項目 

0  「基本情報項目」は、 事業所に係る 基本的な事項を 利用者が 

把握するための 情報であ って、 事業所が記入した 内容がそのま 

ま 公表される項目として 設定することが 適当。 

( 2 ) 調査情報項目 

0  「調査情報項目」は、 職員教育の状況など、 事業所の具体的 

な サービスの内容、 運営等に関する 取組状況を利用者が 把握す 

るための情報であ って、 当該事業所が 公表しょうとする 情報に 

関する根拠資料を 調査員が事実確認した 上で公表されることが 

適当な項目として 設定することが 適当。 

O の「調査情報項目」は、 「大項目」、 「 中 項目」 、 「 /J 、 J 頁 

目 」 に分類した上で、 小項目ごとに「確認事項」 ( 利用者が事 

業所における 取組状況を具体的に 確認する事項 ) と、 これにつ 

いての「確認、 のための材料」 ( 事業所が公表しょうとする 情報 

に 関して調査員が 事実確認、 を行う根拠資料となるもの ) によっ 

て構成されることが 適当。 

0  このうち大項目については 各サービス共通とすることが 適当。 

また、 中 項目及び小項目についても、 必要に応じて 各サービス 
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共通項目を設定することが 適当。 これ以外の項目については、 

サービスの特性に 応じて設定することが 適当。 

( 「事業所情報公表項目」の 地域性への配慮 ) 

0  「事業所情報公表項目」 については、 都道府県単位の 実情に 

応じた情報の 公表が必要な 場合も想定されるので、 各都道府県 

の 判断に よ る上乗せや 積 出しが可能となるような 配慮を行 う こ 

とが適当。 ただし、 「介護サービス 情報の公表」は 、 全ての事 

業所を対象として 比較検討を可能とする 仕組みであ ることから   

標準 自 りな「事業所情報公表項目」については、 全国的に統一さ 

れることが適当。 

5. 費用負担のあ り方 

( 費用負担の仕組み ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 事業所自らが 利用者の選択 

に 資する情報を 公表するために 行われるものであ り、 「介護 サ 

一 ビス情報の公表」の 過程で行われる 調査及び情報の 公表に伴 

う 費用は、 事業所が負担することが 適当。 また、 具体的な費用 

の額 、 徴収方法等については、 都道府県単位の 調査体制や情報 

の公表の仕組みにより 異なるため、 都道府県単位で 定めること 

が 適当。 なお、 全国的な見地から、 費用の基本的な 考え方、 算 

定方法等についての 具体的なガイドラインの 提示が望まれる。 

同 O 時に、 「介護サービス 情報の公表」が、 介護保険制度の 基 

木理念を現実のサービス 利用において 保障するための 仕組みで 

あ り、 この制度が持っ 公益性の下で 実施されることを 踏まえる 
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( 費用の水準 ) 

0  費用の水準の 設定に当たっては、 事業所が現実に 負担可能な 

範囲であ るとともに、 小規模な事業所の 負担能力にも 配慮する 

ことが適当。 

0  複数の調査機関があ る場合、 都道府県内の 調査機関ごとの 調 

査費用は共通であ ることが適当。 

6. 公表情報の内容 

( 調査情報項目における 公表情報の範囲 ) 

0  利用者は、 公表情報と自らのニーズとの 比較を通じて 事業所 

を選択することが 必要であ ることを踏まえ、 調査情報項目にお 

ける公表情報の 範囲は、 「確認のための 材料」 ( 事業所が公表 

しょうとする 情報に関して 調査員が事実確認を 行 う 根拠資料と の な る も の ） 調査結果の全てを 公表することが 適 当 

7. 調査員の養成 

( 調査員数の確保 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」の 実施に当たっては、 都道府県 

単位で、 全ての事業所を 対象とした調査が 実施可能となる 調査 
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員数の養成が 必要。 

( 調査員養成研修カリキュラム 等 ) 

0  全ての事業所において 調査の均質性を 確保するには、 調査員 

の 均質性の確保が 重要であ り、 全ての調査員 は ついて共通のカ 

リキュラムに 基づく研修を 行うことが適当。 

また、 調査員養成研修教材等についても 同様の観点から 共通 

とすることが 適当。 

0  全国的に均質性の 確保された調査員を 養成するため、 共通の 

研修を修了した 調査員指導者を 早期に養成することが 必要。 

0  調査員養成研修の 期間については、 研修内容の理解の 促進が 

重要。 一方、 研修受講の負担の 軽減にも配慮することが 必要。 

このことを踏まえ、 概ね 4 日間のカリキュラムとすることが 適 

当。 

0  介護支援専門員等の 介護サービスの 知識を予め有する 者が研 

修を受講するに 当たっては、 基礎研修の受講の 免除を可能とす 

る カリキュラムとすることが 適当。 

0  調査員養成研修は、 調査対象サービスごとの 事業所情報公表 

項目の十分な 理解が必要であ ることから、 当該カリキュラムに 

ついては、 サービスごとに 4 時間とすることが 適当。 従って、 

調査員は、 共通力 リキュラム と 各サービスのカリキュラムとを 
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修了することによって、 当該 サ一 ビスの調査員としての 要件を 

、 満たすこととすることが 適当。 

V. 今後検討すべき 課 。 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 今後とも増大する 要介護 高 

齢者等の ニーズの変化に 対応するため、 その仕組みを 円滑に機 

能させるとともに、 さらに発展させていくことが 必要であ り、 

今後とも以下のような 課題について 継続的な取組みが 必要。 

( 対象サービスに 係る継続的な 検討 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 基本的に 、 全ての介護保険 

サービスを対象とする 仕組みであ り、 今後とも各サービスの「事 

業所情報公表項目」を 順次検討することが 必要。 

( 調査研究体制の 確保 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は 介護保険制度に 基づく新しい 

取組みであ り、 制度導入後も 継続的に充実強化できるよう、 全 

国 的な見地から、 調査研究体制の 確保が必要。 また、 公表情報、 

公表の方法等については、 常に利用者や 事業者からの 意見を把 

握し 、 制度の改善につなげていくことが 適当。 

( 調査員の質の 確保 ) 

0  全ての事業所において 均質な調査が 行われるよ う 、 調査員の 

養成については、 前述した養成研修カリキュラム、 研修教材等 

に加え、 業務の均質化のための 取組み ( 調査 票 、 調査マニュア 
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ル 等の整備 ) についても検討することが 適当。 

0  調査員指導者及び 調査員の均質性を 確保するため、 制度導入 

後における相談・ 指導体制を確保することが 適当。 

0  調査員指導者及び 調査員に係る 管理方法 ( 登録・更新制 ) 、 

定期的な現任研修等についても 検討することが 適当。 

( 不服申立て・ 苦情等対応 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」についてほ、 事業所、 利用者等 

からの不服申立てや、 苦情等に対応する 仕組みについて 制度上 

の仕組みを組み 込むことが適当。 

( 啓発・普及 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 事業所、 利用者、 地方自治 

体 等の関係者が、 それぞれの役割を 果たしていくことによって 

適切に機能するものであ ることから、 その趣旨・目的等につい 

て積極的かつ 継続的に啓発・ 普及すること 及びそのための 効果 

的な方法についての 検討を行 う ことが適当。 

( 全国的・広域的に 共通する事項についての 協議・支援体制の 確保 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」の 実施単位は都道府県単位とす 

ることが適当であ るが、 調査員の研修体制の 確保等調査の 均質 

性の確保方策、 制度の普及・ 啓発等全国的に 共通に実施される 

ことが適当と 考えられる事項もあ ることから、 円滑な制度導入 
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に 向けて、 全国的な規模で 協議・支援体制を 構築することが 適 

当 。 

また、 制度導入後においても、 同様の観点から 全国的・広域 

的な規模で協議・ 支援する体制を 継続的に確保し、 制度の維持・ 

発展を図ることが 適当。 

( 情報の公表システムの 開発・導入 ) 

0  「介護サービス 情報の公表」 の仕組みにおいては、 利用者が 

事業所を選択するに 当たっての比較検討に 資する情報を、 円滑 

かつ容易に取得できる 環境整備が必、 要 。 このため、 公表情報に 

ついて、 インターネ、 ット を通じて広く 公表するシステムの 開発、 

導入への早期の 取組みが必要。 
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0  また、 要介護高齢者等であ る利用者の事業所の 選択に適切に 

結び付く方法とするため、 特に利用者のアクセス 上の利便性、 

公表情報の補助的伝達手段等について 十分な配慮が 必要。 

さらに、 都道府県の区域を 超える介護サービスの 利用者の利 

便性への配慮、 システムの利用方法、 公表情報の読みとり 方等 

ほ ついての周知が 必要。 
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W. おわり [" 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 平成 1 5 年度に本調査研究 

委員会を設置し 検討を開始してから 今日まで、 膨大な作業を 精 

力的に行ってきた。 本年度はさらに 全国的な規模で 2 度にわた 

る モデル事業を 実施するなど、 数多くの人々の 時間と労力と 英 

知を集めて検討されてきたもの。 

0  「介護サービス 情報の公表」は、 これまでにない 新しい仕組 

みであ ることや、 我が国においては 行政による 「指導監査」の 

ほか、 「第姉者評価」 の取組みが先行して 始まり つ つあ ること 

もあ り、 関係者の中では 戸惑いも多かったが、 慎重かつ広範な 

議論がなされる 中で、 徐々にその必要性への 理解が浸透しつつ 

あ る。 

0  これは、 介護保険制度の 基本理念であ る「利用者本位」、 「高 

齢者の自立支援」、 「利用者による 選択 ( 自己決定 ) 」 を現実 

の サービス利用において 保障することが 重要であ るとの共通認、 

識があ ったからにほかならない。 

0  介護保険制度において、 真に「利用者による 選択 ( 自己決定 ) 」 

を前提に事業所の 比較検討が可能となるためには、 全ての事業 

所の情報が公表されることが 重要であ り、 今後の制度化に 向け 

た 検討に当たっては、 この点に十分に 留意していただきたい。 

0  本報告書においては、 「介護サービス 情報の公表」 に関する 
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2 年間にわたる 検討の成果として、 趣旨・目的、 具体的内容等 

を取りまとめた。 しかしながら、 末だ検討すべき 課題も多く残 

されている。 従って、 平成 1 7 年度以降も、 より具体的な 課題 

を 抽出しながら、 引き続き検討を 進める体制を 確保する必要が 

あ る。 また、 本報告書を一つの 契機として、 さらに広範な 議論 

が 進められることを 期待したい。 

最後に、 介護保険法 等 の一部を改正する 法律案に位置付けられ 

ている 「介護サービス 情報の公表」 において、 本調査研究事業の 

成果が活用され、 「介護サービス 情報の公表」が 、 真に実効あ る 

仕組みとして 構築されること 及び介護保険制度のさらなる 発展の 

一助となることを 切に願 う 。 
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